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災害時における法律相談業務に関する協定書

秋田県（以下「甲」という。）と秋田弁護士会（以下「乙」という。）とは、災害時

における法律相談業務に関し、次のとおり協定を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、秋田県内で災害（災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２

条第１号に定める災害をいう。以下同じ。）が発生した場合（以下「災害時」という。）

において、甲が乙に対して要請する法律相談業務に関し、必要な事項を定める。

（協力要請の方法）

第２条 甲は、災害時における県民の不安解消のため、緊急に法律相談会（以下「相談

会」という。）を行う必要があると認めるとき又は市町村から相談会の開催について

甲に対して協力要請があったときは、書面により、乙に対して相談会開催に係る協力

を要請するものとする。

２ 前項の規定による要請は、協力要請書（第１号様式）（以下「要請書」という。）

により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話等の通信手段又は口頭に

より要請し、事後速やかに要請書を乙に提出するものとする。

（協力）

第３条 乙は、甲から要請を受けたときは、速やかに法律相談担当者を選出し、協力体

制報告書（第２号様式）により甲に報告するものとする。ただし、緊急を要する場合

は、電話等の通信手段又は口頭により報告し、事後速やかに書面を甲に提出するもの

とする。

２ 法律相談担当者は、乙の会員弁護士であることを原則とする。ただし、諸般の事情

により乙の会員のみによる対応が困難な場合は、乙の会員でない弁護士を派遣するこ

とができる。

３ 市町村からの要請により、甲が乙に対し協力を要請した場合において、甲は第１項

の報告を受けたときは、速やかに市町村に通知するものとする。



（報告）

第４条 乙は、甲からの要請に基づき法律相談会を実施した場合、その実施内容につい

て、終了後速やかに実施内容報告書（第３号様式）により甲に報告するものとする。

ただし、その報告内容は、弁護士が法令上遵守すべき守秘義務に反しない範囲とする。

２ 市町村からの要請により、甲が乙に対し協力を要請した場合において、甲は前項の

報告を受けたときは、速やかに市町村に通知するものとする。

（相談業務に関する調整）

第５条 法律相談会の実施に当たり必要な広報及び会場の確保は、原則として甲が行う

ものとする。ただし、市町村からの要請により、甲が乙に対し協力を要請した場合に

おいては、当該市町村が法律相談の実施に当たり必要な広報及び会場の確保を行うも

のとする。

（経費の負担）

第６条 乙は、この協定に基づく法律相談業務について、県民に対して無償で提供する

ものとする。

２ 甲は、乙に対し、この協定に基づく法律相談業務に要する報酬その他の経費を支弁

しないものとする。

３ 法律相談会を実施するに当たり、会場の使用料が発生する場合は、甲が負担するも

のとする。ただし、市町村からの要請により、甲が乙に対し協力を要請した場合にお

いては、当該市町村が負担するものとする。

４ 経費の負担について、前３項によりがたいときは、甲及び乙が協議して定めるもの

とする。

（平時における準備）

第７条 甲及び乙は、この協定が想定する事態に備え、平時において、情報交換等に努

めるものとする。




